
明
治
二
十
五
年
三
月
三
十
一
日

第

三

種

郵

便

物

認

可

日
刊
（
行
政
機
関
の
休
日
休
刊
）

〇

〇
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〇
総
務
省
告
示
第
十
二
号

公
職
選
挙
法
施
行
令
（
昭
和
二
十
五
年
政
令
第
八
十
九

号
）
第
五
十
九
条
の
五
の
三
第
一
項
の
規
定
に
基
づ
き
、

次
の
と
お
り
特
定
国
外
派
遣
組
織
を
指
定
す
る
の
で
、
同

条
第
二
項
の
規
定
に
基
づ
き
、
告
示
す
る
。

平
成
二
十
六
年
一
月
二
十
七
日

総
務
大
臣

新
藤

義
孝

一

名

称

平
成
二
十
五
年
度
日
米
豪
共

同
訓
練
等
（
グ
ア
ム
）
実
施

部
隊

二

国
外
派
遣
期
間

平
成
二
十
六
年
一
月
二
十
八

日
か
ら
平
成
二
十
六
年
三
月

十
三
日
ま
で

三

派
遣
人
数
（
概
数
）

四
百
三
十
人
程
度

四

派

遣

地

域

ア
メ
リ
カ
合
衆
国
グ
ア
ム

〇
法
務
省
告
示
第
三
十
七
号

鹿
児
島
県
霧
島
市
役
所
保
存
の
次
の
除
籍
が
滅
失
し
た

た
め
、
こ
れ
を
再
製
す
る
必
要
が
あ
る
か
ら
、
次
に
掲
げ

る
者
は
、
平
成
二
十
六
年
二
月
二
十
七
日
ま
で
に
、
同
市

長
に
対
し
て
、
次
の
手
続
を
し
て
く
だ
さ
い
。

一

当
該
除
籍
に
関
係
の
あ
る
戸
籍
の
届
出
、
報
告
、
申

請
、
請
求
若
し
く
は
嘱
託
を
し
、
又
は
戸
籍
に
記
載
を

要
す
る
書
類
を
提
出
し
た
者
は
、
そ
の
事
項
を
更
に
申

し
出
る
こ
と
。

二

前
項
に
掲
げ
る
除
籍
の
謄
本
、
抄
本
又
は
除
籍
に
記

載
し
た
事
項
に
関
す
る
証
明
書
の
交
付
を
受
け
て
現
に

所
持
す
る
者
は
、
こ
れ
を
提
示
す
る
こ
と
。

注

意

一

申
出
は
、
口
頭
で
も
差
し
支
え
な
い
。

二

申
出
の
手
続
に
つ
い
て
分
か
ら
な
い
こ
と
が
あ
れ

ば
、
霧
島
市
役
所
又
は
鹿
児
島
地
方
法
務
局
霧
島
支
局

に
照
会
す
る
こ
と
。

平
成
二
十
六
年
一
月
二
十
七
日

法
務
大
臣

谷
垣

禎
一

鹿
児
島
県
姶
良
郡
横
川
村
上
ノ
四
百
五
十
一
番
地

長
Ä

ノ
ブ

〇
法
務
省
告
示
第
三
十
八
号

左
記
の
者
の
申
請
に
係
る
日
本
国
に
帰
化
の
件
は
、
こ

れ
を
許
可
す
る
。

平
成
二
十
六
年
一
月
二
十
七
日

法
務
大
臣

谷
垣

禎
一

住
所
東
京
都
台
東
区
今
戸
１
丁
目
2
3番

1
0号

チ
ョ
ト
バ
エ
バ
・
ア
セ
ー
リ
昭
和
5
0年
５
月
1
8日
生

住
所
横
浜
市
中
区
本
牧
原
５
番
３
`
1
0
7号

Ô
仲
明
昭
和
3
1年
９
月
1
9日
生

李
貞
賢
昭
和
3
3年

1
1月
９
日
生

Ô
純
昭
和
6
1年

1
2月

1
4日
生

〇
特
定
土
地
区
画
整
理
事
業
の
事
業
計
画
の

変
更
に
つ
い
て
関
係
図
書
を
縦
覧
に
供
す

る
件
（
国
土
交
通
六
三
）

産

業

日
本
工
業
規
格

（
厚
生
労
働
省
・
経
済
産
業
省
）

Q

労

働

最
低
賃
金
の
改
正
決
定
に
関
す
る
公
示

（
神
奈
川
労
働
局
最
低
賃
金
公
示
一
）

Q

〔
告

示
〕

〇
特
定
国
外
派
遣
組
織
を
指
定
す
る
件

（
総
務
一
二
）

J

〇
除
籍
が
滅
失
し
た
件
（
法
務
三
七
）

〇
日
本
国
に
帰
化
を
許
可
す
る
件（
同
三
八
）

〇
出
入
国
管
理
及
び
難
民
認
定
法
別
表
第
一

の
二
の
表
の
技
能
実
習
の
項
の
下
欄
に
規

定
す
る
団
体
の
要
件
を
定
め
る
省
令
第
一

条
第
一
号
ト
の
規
定
に
基
づ
き
監
理
団
体

を
定
め
、
出
入
国
管
理
及
び
難
民
認
定
法

第
七
条
第
一
項
第
二
号
の
基
準
を
定
め
る

省
令
の
表
の
法
別
表
第
一
の
二
の
表
の
技

能
実
習
の
項
の
下
欄
第
一
号
ロ
に
掲
げ
る

活
動
の
項
の
下
欄
第
二
十
九
号
の
規
定
に

基
づ
き
技
能
実
習
を
定
め
る
件
の
一
部
を

改
正
す
る
件
（
同
三
九
、
四
〇
）

K

〇
返
納
を
命
じ
た
旅
券
を
無
効
と
す
る
件

（
外
務
三
〇
）

〇
労
働
保
険
の
保
険
料
の
徴
収
等
に
関
す
る

法
律
の
規
定
に
基
づ
き
雇
用
保
険
率
を
変

更
す
る
件
（
厚
生
労
働
一
四
）

L

〇
保
安
林
の
指
定
を
す
る
件

（
農
林
水
産
一
二
八
〜
一
三
三
）

〇
保
安
林
の
指
定
を
解
除
す
る
件

（
同
一
三
四
〜
一
三
六
）

M

〇
旅
行
業
法
の
規
定
に
基
づ
く
登
録
研
修
機

関
の
登
録
を
し
た
件
（
観
光
庁
三
）

M

〇
道
路
に
関
す
る
件

（
関
東
地
方
整
備
局
二
〇
）

〇
高
速
自
動
車
国
道
に
関
す
る
件

（
同
二
一
、
二
二
）

〇
住
宅
の
品
質
確
保
の
促
進
等
に
関
す
る
法

律
の
規
定
に
よ
り
登
録
住
宅
性
能
評
価
機

関
の
登
録
内
容
を
変
更
し
た
件（
同
二
三
）

N

〇
浄
化
槽
の
型
式
を
認
定
し
た
件

（
中
部
地
方
整
備
局
一
〇
）

〇
登
録
住
宅
性
能
評
価
機
関
の
評
価
員
の
氏

名
を
変
更
し
た
件（
近
畿
地
方
整
備
局
七
）

O

〇
道
路
に
関
す
る
件
（
同
八
、
九
）

〇
都
市
計
画
に
関
す
る
件

（
沖
縄
総
合
事
務
局
九
、
一
〇
）

〔
国
会
事
項
〕

P

〔
人
事
異
動
〕

国
家
公
安
委
員
会

警
察
庁

法
務
省

水

産
庁

P

〔
叙
位
・
叙
勲
〕

P

〔
官
庁
報
告
〕

法

務

公
証
人
任
免
（
法
務
省
）

Q

公
聴
会

一
般
ガ
ス
供
給
約
款
の
変
更
の
認
可
に
係
る

公
聴
会
の
開
催
（
関
東
経
済
産
業
局
）

Q

G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G

国
土
調
査
法
に
基
づ
く
国
土
調
査
と
同
一
の

効
果
が
あ
る
も
の
と
し
て
の
指
定
の
公
告

（
国
土
交
通
省
）

R

〔
公

告
〕

諸
事
項

官
庁財

団
、
司
法
書
士
懲
戒
処
分
、
新
た
な
政

府
専
用
機
の
提
案
要
求
書
の
案
に
対
す
る

意
見
招
請
に
関
す
る
説
明
会
関
係

J
I

裁
判
所

相
続
、
公
示
催
告
、
失
踪
、
除
権
決
定
、

破
産
、
免
責
、
特
別
清
算
、
再
生
関
係

地
方
公
共
団
体

教
育
職
員
免
許
状
失
効
関
係

K
P

会
社
そ
の
他

会
社
決
算
公
告

L
I

˜
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